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はじめに
世界の中の「経済大国」となった今日の日本は，経常収支の黒字累積を背景
に世界一の資本輸出国， 債権国となり， 「金融大国」としてもその地位を不動
のものとしている。
国内においても，金融資産の蓄積と経済全体に占める金融部門の比重の高ま
りが急速に進展し， 「国際化」と「自由化」が絡み合いながら， 日本経済の歴
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史上かつてなかったような金融構造の変革期に直面している。現実には，三井
•太陽神戸両銀行合併の決定が日本の金融再編成に大きな荒波を生じさせてお
り，日本の金融構造変革は，今日，新たな勢いをもって急速な展開をとげよう
としている。
われわれは日本産業構造の転換過程における中小企業問題の解明を意図して
いるが，本稿では，その一つの分析視角として，今日進展しつつある日本の金
融構造変革のもとで，中小企業，中小企業金融が当面する諸問題を探ろうとし
ている。
1. 日本の金融構造の特徴とその変革
(1) 間接金融優位のもとでの中小企業金融
第二次世界大戦後における日本の金融面の基本的特徴であった間接金融優位
の構造は，第一次オイルショック以降の低成長過程のもとで進展した「国債累
稼化」と「金融国際化」の，いわゆる「二つのコクサイ化」にともなって大き
な変化に見舞われた。
このことを明らかにするために，まず，それまでの過程でみられた構造的特
徴の変化を中小企業の金融問題に関連づけて概括すると，以下のとおりとなる
だろう。
高度経済成長過程の終わりまで続いた間接金融優位の構造のもとでは，都市
銀行を中心にしたオーバー・ローンと，大企業を中心としたオーバー・ボロウ
ィングの現象が進行し，特定の金融機関と企業とが密接な関係を結ぶ「メイン
バンク制と系列融資」の機構が形成された。このことに関連して，一方におけ
る都市銀行の資金不足と，他方における中小企業専門金融機関をはじめ，地方
銀行，組合系統金融機関などの資金過剰，という「資金偏在」の状態が恒常化
した。
さらに，オーバー・ボロウィングの状態にある産業の金利負担を軽減する人
為的低金利政策がとられ，そのもとで都市銀行は，経済成長をリードする大企
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業の資金需要を低利に充足させながら，中小企業に対しては資金余裕が生じた
場合に融資するという行動パターンをとってきた。したがって中小企業は，都
市銀行の「限界的貸出対象」という不安定な状態に位置づけられ，このことが
日本の中小企業問題における「金融しわよせ機構」として，従来，中小企業の
側から提起されてきたのである。
こうした高度成長経済過程での資金需要超過傾向のもとで，資金調達が恒常
的に不足・不安定な状態にあった中小企業に対する資金供給の役割を果たすも
のとして，中小企業専門金融機関の発展が図られた。
専門金融機関制度は，日本の金融機関における組織上のひとつの特徴である
が，これを中小企業専門金融機関との関連でみなおすと，次の 2点に集約する
ことができる。
第一に， 日本の金融機関は，従来から法律や行政指導によってそれぞれの業
務分野が規制され，いわゆる「護送船団方式」の金融行政によって，金融機関
相互の競争も制限されてきた。これに関連して，民間金融機関は「短期金融」
と「長期金融」に分離され，あるいは「中小企業金融」と「農林漁業金融」な
どに専門化された形で存在している。ここにいう専門化とは，貸出対象範囲な
ど資金運用面に関してであり，資金調達面では同質性が高いことは留意される
べきであろう。
民間の中小企業専門金融機関として，相互銀行，信用金庫，信用組合がこれ
に位置づけられてきた。このうち相互銀行は，外国為替業務をはじめ法改正に
ともなう業務拡大を進めた結果，都市銀行や地方銀行と実質的な差異がなくな
ってきたため，順次普通銀行に転換してきている。これら相互銀行から普通銀
行に転換した銀行は1989年4月から第二地方銀行として位置づけられている。
第二の特徴は，民間金融機関とならんで政府金融機関が存在し，公的金融の
活動を直接担っていることである。ここでは資金の調達面と運用面で異なった
組織がとられている。資金の調達組織の代表が郵便局であり，資金の運用組織
には，その一形態としてわれわれが対象とする政府中小企業専門金融機関，す
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なわち国民金融公庫，中小企業金融公庫，商工組合中央金庫などがある。
このほか日本開発銀行，日本輸出入銀行，北海道東北開発公庫，農林漁業金
融公庫などをふくめ，日本の政府金融機関の比重は先進諸外国にくらべて高
く，日本の金融市場が資金需要超過から資金供給超過の状態に移行するにつれ
て，「官業と民業の競合」の問題として提起されてきたところである。
(2) 金融構造の変革
低成長経済過程への移行にともなって迫られた日本の金融構造の変革は，
「国債累積化」と「金融国際化」のもと，人為的低金利政策の後退，自由化を
推進する政策意図に沿って進展してきた。それは，金融技術革新の進展とも関
連して，金融機関相互間の競争激化のみならず，銀行・証券の垣根を越えた競
争・提携に展開しているが，すでに組合系統金融機関をはじめ民間中小企業金
融機関の分野においては，小口預貯金の自由化が引金になって合併が相次いで
いる。
こうした金融構造の変革を，中小企業金融をめぐる環境変化の問題としてみ
なおすと，次の 2点に集約することができるだろう。
第ーは，直接金融から間接金融への移行にからむ問題である。
都市銀行など大手金融機関をメインバンクとする大企業は，資金調達の多用
化，直接金融への移行を進めながら，オーバー・ボローイングの金融体質から
自己金融力向上の方途をたどってきた。
そこで都市銀行など大手金融機関は，こうした取引先大企業の「銀行離れ」
に対応するため，企業向け貸出業務を中小企業向けに重点をおく方向をとり，
その貸出額を急速に増加させてきた。
一方，都市銀行との競合を深めた民間中小企業専門金融機関は，これまでの
「資金偏在」のもとでの都市銀行へのコール運用に代わって，業務範囲の拡
大，資金運用の多様化を図ってきたのである。
第二は，金融政策の面において，市場メカニズムの活用を柱とする金融効率
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化行政の展開にかかわる問題である。
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各種金融機関は，それぞれの垣根を撤廃した自由な競争を進めることによっ
て，経営の効率化と資金の効率的配分を進める方向をとっているが，同時に，
金融技術革新の進展とも関連して，中小企業金融の分野においても，同種・異
種をまじえた金融機関間の競争が激化し，経営の優劣格差の拡大，金融再編成
が進展しているのである。
2. 都市銀行の中小企業金融分野への攻勢
(1) 都市銀行の中小企業向け貸出拡大
都市銀行は，大企業の「銀行離れ」現象のもと，預金歩留まり率や採算上か
ら魅力ある優良中小企業を貸出拡大の対象とし，代理貸付制度，信用保証協会
などの活用，さらには中小企業にはまだ目新しい金融商品であったインパクト
・ローン，といった種々の手段を挺子にして，中小企業向け貸出額シェアを急
速に拡大させてきている。
＜表ー1>の「中小企業向け貸出残高の金融機関別構成比の推移」が端的に
しめすように，都市銀行の中小企業向け貸出残高構成比が， 1970年の19彩から
1989年には30彩へと著しく拡大したのと対照的に，民間中小企業専門金融機関
は，同期間に44彩から29彩へ大きく後退させており，都市銀行の中小企業向け
貸出残高は， 1989年3月末現在，民間中小企業金融機関の合計貸出残高を凌駕
するにいたっている。
また，都市銀行の総貸出残高に占める中小企業向け貸出残高の割合は， 1970
年の26%から， 1989年には43彩に上昇している（同表最下欄参照）。そこで1989年
3月末現在の都市銀行の貸出残高の絶対額をみると，大企業向け50兆円，中小
企業向け78兆円，個人向け19兆円，その他21兆円となっており，都市銀行の中
小企業向け融資額は，大企業向け融資額をはるかに上回っていることが明らか
である。
都市銀行の中小企業分野への進出によって，中小企業に流れる全体としての
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＜表ー1> 中小企業向け貸出残高の金融機関別構成比の推移*I
（単位・形）
1 1970 1 1975 1 1980 1 1985 1 1987 1 1989 
全 国 銀 行*2I 45.6 I 48.4 1 49.6 1 55.o I 60. 7 I 63.o 
¥: 市 銀 行 119.2 I 21.8 21.9 I 24.8 I 28.5 I 30.1 方 銀 行 21.8 20.6 19.8 21.0 19.9 20.2 
民間中小企業金融機関 1 4. 2 1 41. 2 [ 38. o 1 34. 1 1 29. 9 1 28. 8 
相 互 銀 行*3 17.1 15.9 14.9 13.4 1. 5 10.9 
信 用 金 庫 21. 5 20.3 17.2 15.4 13.7 13.2 
信 用 組 A ロ 5.6 5.0 5.9 5.3 4.8 4.8 
政府中小企業金融機関*'I10. o I 10. 4 I 12. 3 I 10. 9 I 9.4 1 8.2 
中小企業金融公庫 2.9 2.9 3.5 2.9 2.4 2.1 
国民金融公庫 2.3 2.5 3.2 2.8 2.4 2.2 
商工組合中央金庫 3.9 4.2 4.6 4.4 4.0 3.5 
中小企業向け貸出残高合計 I 100 I 100 1 100 I 100 I 100 1 100 
都出市残銀高行の割の合中小企業向け貸*51 25. 9 1 34. 9 I 35. 9 40. 9 1 41. 5 1 43. o 
（備考）
*I 本表および後掲＜図ー1>,<図ー2>における中小企業の量的規定は，資本金1
億円以下または常用従業員300人以下（ただし卸売業は資本金3千万円以下または
常用従業員 100人以下，小売業，飲食店およびサービス業は資本金1千万円以下ま
たは常用従業員50人以下）である。
*2 全国銀行は表出の都市銀行，地方銀行のほか，信託銀行，長期信用銀行，銀行信託
勘定から構成されている。
*3 相互銀行は1989年4月から全国銀行のなかに第二地方銀行として計上される。
*4 政府中小企業金融機関には表出の3機関のほか，社会福祉・医療事業団，環境衛生
金融公庫から構成されている。
*s C都市銀行の中小企業向け貸出残高／都市銀行の総貸出残高）XlOO 
各年3月末現在
（出所） 日本銀行『経済統計月報』商工組合中央金庫「商工金融」
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資金量が潤沢となってきたきたことは確かな事実であり，中小企業は借入条件
や資金ぐりの好転，経営の安定化の恩恵を受けてきたはずである。
(2) 「金融しわよせ機構」の変貌
それでは，都市銀行が大企業の資金需要の強いときに中小企業向け貸出を圧
縮し，大企業の資金需要が鎮静化したときに中小企業向け貸出への資金配分を
増大させるという，中小企業への「金融しわよせ機構」は，この過程におい
て，どのように変貌したのであろうか。
一つの資料的な手がかりとして，都市銀行における貸出残高の対前年同月比
増減額推移を，大企業向け貸出と中小企業向け貸出とを比較してグラフ化する
と，＜図ー1>のとおりとなる。
1979年下半期から1980年上半期迄の金融引締期を通じて，都市銀行の大企業
向け貸出残高が増加し，これと対照的に中小企業向け貸出残高は減少してい
る。ここに金融逼迫期に都市銀行がとった両者に対する貸出態度の相反関係が
明らかにみられる。
1980年下半期以降，金融緩和の時期に入ると，中小企業向け貸出残高も増加
し，大企業向けと中小企業向け貸出の両曲線は併行的に上昇している。このこ
とは，都市銀行に対する大企業と中小企業の資金需要が，金融逼迫時における'
「奪い合いの関係」から，金融緩和時にいたって「両者同時に満たされる関
係」に変わったことを意味している。
さらに金融超緩和といわれる基調が持続した1982年以降には，大企業向け貸
出残高が低下傾向をたどっているのに対し，中小企業向けは急速に上昇傾向を
示している。ここに，この頃から生じた大企業の「銀行離れ」の傾向と，これ
に対応する都市銀行の中小企業金融分野への本格的な攻勢が統計的に明らかに
なっている。
1987年から1988年にかけて，ふたたび中小企業向け貸出の減少と大企業向け
貸出の増加がみられるが，これは円高不況から円高好況への転換にともなう資
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＜図ー 1> 都市銀行貸出残高の対前年同月比増減額の推移—中小企業向け・大企
業向け貸出の比較
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（備考）中小企業向け貸出は，日本銀行『経済統計月報」特別掲載ページ「業種別貸
出残高および設備資金業種別新規貸付」表のうち (i)都市銀行，の90欄・中小企業
向貸出残高合計から， 62欄・個人の貸出残高を差し引いた数値を採り，各年3月9月
の前年同月比増減額を計算しグラフ化した。大企業向けは，同表の資本金10億円以上
の法人について同様の計算を行った。
＜図ー2> 都市銀行の中小企業向け貸出先数と同1企業あたり貸出残高の推移
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（備考）＜図ー1>備考欄に記した同じ資料，同じ欄から，同じ方法によって中小企
業向け貸出先数を採り，かつ，中小企業向け貸出残高を貸出先数で除して1貸出先あ
たり貸出残高を計算しグラフ化した。
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金需要の増大，金利先高感を背景にした動きをおそらく意昧しているものであ
ろう。
以上にみた都市銀行の中小企業向けの貸出残高の増加を，貸出先数と 1貸出
先あたり平均貸出残高の 2つの要素に分け，その推移をみると＜図ー2>のと
おりとなる。
貸出先数は， 1986年にいたるまで一貫して減少・停滞の傾向がみられ， 87年
にいたってようやく上向きに転じている。したがって 1貸出先あたり貸出残高
は，都市銀行が中小企業向け貸出額を増大させた前図と同じ1980年以降の過程
において，急速な上昇カーブをたどっている。
ここに，都市銀行の全体としての中小企業向け貸出額の増加は，都市銀行が
新たな融資先の拡大よりも融資額の大口化を主たる戦略にしたことを示唆して
いる。
金融緩和基調のなかで，都市銀行が中小企業向け貸出先数の拡大を抑えなが
ら，貸出総額を増やしてきた当然のなりゆきとして，優良中小企業のメインバ
ンクになろうとする「貸し込み競争」と， 「金利競争」の激化が進展し， それ
が地域業種によって事情を異にしていたことが注目されるべきであろう。
(3) 中小企業金融をめぐる競争関係の地域差
都市銀行の中小企業貸出市場への進出にともなう，地域，業種，中小企業金
融機関などをめぐる事情は次のように要約できよう。
東京圏に象徴される大都市圏においては，都市銀行は機械関連成長業種を中
心とした中小企業分野への新たな開拓に積極的な攻勢をかけたが，衰退産業業
種が集中するような地方圏においては，中小企業貸出に対して消極的姿勢をと
り，地域によっては撤退をはかる動きすらみられた。
これに対して，元来，地域に根をおろしてきた中小企業専門金融機関は，地
域からの撤退など考慮の埓外であり，中小企業金融をめぐる金融機関相互間の
競争条件が一層酷しさを増すなかで，地域内における金融機関の経営の格差が
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拡大しており，ここでは，金利競争だけではない多面的な対応に迫られ，新た
な事態に対応しうる地域専門性の発揮が重要になっている，といえよう。
一方，都市銀行の中小企業金融への進出を中小企業の側に立ってみると，中
小企業全体に流れる資金量は確かに潤沢になったが，このことは，中小企業に
おける借入条件や資金ぐりの好転，経営の安定化を一様に結果したとはいえな
いのであって，ここでも資金調達面から中小企業の企業間格差が拡大した，と
みるのが妥当な解釈であろう。
このようにみてくると，金融の自由化，国際化の流れにともなう金融構造変
革の展開は，そのもとで都市圏と地方圏との間の対立関係とその地域差にもと
づく中小企業間の格差拡大，さらに大手金融機関と中小企業専門金融機関との
間の競争対立関係と提携・再編成が，同時並行的にオーバーラップしながら進
展してきた，と解されるのである。
3. 中小企業の金融行動の特徴とその変化
(1) 資金調達における特徴とその変化
では中小企業サイドに立って，その資金調達面の行動の特徴と，その変化を
概括しておこう。
まず，＜表ー2>の資産・負債及び資本の構成から，大企業と比較した中小
企業の財務構成の内容の特徴をみると，つぎの 2点に集約することができる。
第一に，資産面では，現金・預金，売掛金・受取手形を中心とする流動資産
の構成比率が高く， したがって固定資産の構成比率が低い。
第二に，負債・資本面では，買掛金・支払手形，金融機関借入金など短期借
入金を中心とする流動負債の構成比率が高く，固定負債，自己資本の構成比率
が低い。
これらの背後には，一般的に，大企業は必要資金を内部留保，減価償却，増
資等の自己資本でまかない，不足分を借入金，社債等の他人資本に依存する形
をとるのに対し，中小企業は，信用力が小さいため手元流動性を厚くする必要
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＜表ー2>資産・負債及び資本構成の中小企業・大企業の比較〔全産業）
（単位・％）
中小企業*1 大 企 業*2
1975 11980 11985 I 1989 1975 11980 11985 11989 
流 動 資 産 計*3169.7169. 6166. 9165.1 162. 7162. 7160. 2157. 5 
現 金・預 金 17.3 ・16. 6 17.4 16.8 12.1 1. 7 1. 8 14.0 
売掛金・受取手形 26.5 29.6 25.8 23.9 24.6 2.0 24.6 21. 5 
棚 卸 資 産 18.3 16.1 15.6 14.6 19.0 16.6 15.3 12.2 
有 価 証 券 ． 0.7 1.1 3.0 . 3.1 3.6 4.4 
固 定 資＇産 計 i29. 9129. s I 32.s I 35.6 I 37.1 137. 2 I 39.1 ¥ 42.4 
資 産 ムロ 計*31100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 
流 動 負 債 計*3161.1 1 63. 7 1 59.s i 56.1 1 5.6 1 56.5 1 54.3 1 49.o 
買掛金・支払手形 32.7 34.8 27.9 24.2 24.7 25.6 22.3 17.6 
金融機間借入金 16.3 16.6 20.2 20.1 17.1 17.4 19.0 18.0 
その他借入金 2.1 2.1 2.2 2.4 0. 7 0.6 0.7 1. 9 
固 定 負 債 計*312s.si 20.1 i 24.612s.1 i 29.7 I 26.6 I 26.s i 21.9 
金融機関借入金 16.0 14.1 16.2 21. 4 20.2 16.7 16.2 14.2 
その他借入金 3.5 2.6 3.1 2.8 1. 4 1.1 1. 2 0.9 
社 債 0.0 0.0 0.0 0.1 2.8 4.1 4.3 7.3 
資 本 計*3115.5114. 9115. 6115. s I 14.1 I 16.o I 19.1 1 23.1 
I資本金 I4. 1 I 3. 9 3. 5 I 2. 9 6. 4 5. 9 5. 7 I 6. 3 
剰余金，利益等 11. 4 1. 0 12. 1 12. 9 8. 3 10. 1 13. 4 16. 8 
負債及び資本合計¥100 ¥ 100 f 100 ¥ 100 ¥ 100 ¥ 100 ¥ 100 ¥ 100 
借 入 依 存 度*'I37.9135.4141.7146.7139.4135.8131.1 I 35.o 
手元流動性比率*5¥ 129 I 111 ¥ 129 1138 ¥ 11s ¥ 92 ¥ 96 ¥ 134 
（備考）
*I 中小企業一資本金1千万円以上1億円末満の法人企業
*2 大企業一資本金1億円以上の法人企業
*3 各項目の計，合計にはその他をふくむ
*' 借入依存度一〔（流動負債欄金融機関借入金＋同その他借入金＋固定負債欄金融機
関借入金＋同その他借入金）＋負債及び資本合計〕 XlOO 
*5 手元流動性比率一⑤騒と・預金十月平均売上額）XlOO 
各年3月末現在
（出所）大蔵省「法人企業統計季報」各年1~3月版より作成
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があるうえに，収益力が十分でないため内部留保の蓄積が乏しく，さらに，公
募増資，社債発行など資本市場からの資金調達が困難なため金融機関からの借
入金や企業間信用に依存せざるをえない，という事情にある。これが大企業と
の比較をつうじてみた，中小企業の資金調達における特徴として指摘できる諸
点である。
つぎに，金融自由化の進展にともなって生じた中小企業の資金調達行動の変
化については，同表から次のように特徴づけることができる。
第一に，大企業が内部資金調達のウエイトを大きく高め，自己資本比率を高
めているのに対し，中小企業は依然として外部資金への依存が高い。企業体質
や財務上の安定性を測る指標の自己資本比率の向上や内部留保の蓄積は，中小
企業ではほとんど進んでいない。
第二に，金融機関からの借入金は，大企業では長期借入金の比率が大幅に低
下しているのに対し， 中小企業では短期・長期とも借入金比率が上昇してお
り， 中小企業の借入依存度は， 昭和50年代を通じて上昇傾向をたどっている
し，これに関連して手元流動性比率の水準も増加基調にある。
第三に，大企業に比べて資金調達上の制約が大きい中小企業は，多様化によ
る資金調達手段の安定化を， 金融機関借入の長期化と企業間信用の圧縮（売掛
金・受取手形，買掛金・支払手形の比率低下），また，設備投資代替手段としてのリ
ースの利用，という方向をとるにとどまっている。
(2) 資金運用における特徴とその変化
資金調達面において依然として銀行依存が高い中小企業は，その運用面にお
いても銀行預金が中心的な役割を占めている。しかし， 1970年代後半以降，有
価証券での運用が増加しており，利回りの低い規制金利商品から，利回りのよ
い有価証券の運用を高めるなど，資本市場と新しい関係を深めはじめつつあ
る。
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4. 民間中小企業専門金融機関の対応
(1) 金融技術革新と金融再編成
679 
今日 金融機関のオ‘― ・、ノフイノ不ットワ ク ンステムは， C&C Cコンヒ°
ュータと通信の融合）技術の枠を集め， ファームバンキング，ホームバンキング
を柱とする外部ネットワーク構築として注目されている。
たえず発展し続けてきた金融における技術革新は，数々の競争制限的規制が
あった時期には，それが本来持ちえたはずの革新性が殺がれ，決定的影響力を
持つまでには至らない面があった。金融自由化の進展，諸規制の緩和にともな
って，金融商品・サービスの開発競争や顧客争奪競争が激化しているが，その
なかで金融技術革新はその本来的意味を取り戻し，金融自由化と相乗効果を発
揮しながら，金融再編成に大きな影響力をもたらすこととなろう。金融におけ
る技術革新の特徴は， 「規模の経済性」と「範囲の経済性」が強く働くからで
ある。
民間中小企業専門金融機関は，競争制限的規制のもとでは大手金融機関の技
術革新をそれほど脅威とはならず，相当のクイムラグを置いて，追随者として
の利益を享受することができた。金融の技術システムを構成するハードウエア
の価格性能比の向上が著しかったことも，追随者としての利益を一層確実にす
ることができたといえる。
都市銀行など大手金融機関が，証券など垣根を超えた烈列な競争に突入して
いるなかで，中小企業専門金融機関は，これまでの追随者としての地位を脅か
され，提携・合併をともなう金融再編成が進展しているのである。
(2) 中小企業専門金融機関の役割
都市銀行の中小企業向け貸出が不安定なときには，中小企業専門金融機関
は，その貸出金利が割高であっても，「中小企業専門性」「地域専門性」や「協
同組織性」を強調することによって，都市銀行との直接的な競争を避けること
13 
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ができたといえる。
中小企業と中小企業金融機関との一体性とか，または中小企業専門性という
ことが強調されえたのは，高度成長のもとでの資金需要超過という状態におい
てであった。金融緩和の状態が持続し，都市銀行との貸出競争が激化するにつ
れて，今や中小企業と中小専門金融機関との一体性や専門性は崩壊しつつあ
る，とみてよいだろう。
相互銀行（第二地銀）， 信用金庫，信用組合は，地域内における競争も不可避
であろうが，いたずらに相互間のシェア争いをするだけでなく，それぞれのク
イプに応じて，相互補完的に協調しながら，＇地域の中小企業や住民と一体とな
って地域社会を形成し地域振興を図る，という広い視点に立った役割を担わな
ければならないであろう。
5. 政府中小企業金融機関の役割とその変化
(1) 量的補完と質的補完
政府中小企業金融機関がになう政策金融のあり方としては，一般的に，量的
補完金融と質的補完金融とに分けられている。
政府中小企業金融機関は，これまで資金需要超過の状態にあったもとで，と
りわけ金融逼迫時においては，中小企業への量的補完金融機能を果たしてきた
が，それが質的補完機能をあわせもっていたから，全体の貸出額からみると地
方圏の中小企業向け貸出に対し相対的に力点をおく結果をもたらしたのであ
る。
したがって，民間金融機関が都市圏中小企業に対し相対的に多くの資金を貸
出してきたことからみて，政府と民間の中小企業専門金融機関の間には，地域
配分に関する機能分担がほぼ着実に進展してきたといえよう。
低成長のもとでの資金供給超過型に移行した金融状態では，量的補完金融の
役割は後退し，むしろ政府金融機関と民間金融機関の間に，いわゆる「官業と
民業の競合関係」が生じつつある。
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他方， 民間貸出ベースに乗らない，特定の政策目的をもった質的補完金融
は，その重要性を増していることが見逃しえないのである。
(2) 地域振興の役割
日本の市場開放が進み，産業構造の転換が進展してゆくと，今後いつの時点
においても，特定地域の産業，中小企業の衰退が生じる事態を避けえなくなる
であろう。
衰退する地域，産業，企業を旧態のままに保護するのではなく，企業の事業
転換，地域の産業構造変革と新規産業の振興，雇用拡大などを促進させるため
には，わが国経済，人口の過度の大都市集中を避け，一国全体としてバランス
のとれた地域経済の振興を図る視点からの政策が必要となる。
政府中小企業金融機関は，こうした意味からの明確な政策目的とそれを進め
る有効な金融施策手段を堅持した上で，地域重視の視点にたった公的資金配分
を強化する方向を探るべきであろう。
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